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１．目指す５つの「環境の柱」、基本目標の達成に向けた指標と取組み 

本編では、本計画の５つの「環境の柱」、「それらの進捗を把握するための指標項目、目標値、達

成年度」、「環境の柱ごとの基本目標」などについて、説明しました。 

この別冊では、それらに加え、「基本目標の進捗を把握するための指標項目、目標値、達成年度」、

「指標設定の考え方」を記載し、計画全体の指標設定状況を説明しています。各基本目標に対して

は、それぞれ１～数項目ずつの指標を設定しました。目標年度は原則として、本計画の終期である

2032 年度としていますが、他計画で別途目標値を設定している項目については、それに合わせて

います。 

また、基本目標ごとの「施策の方向性」と、それに紐づいた「主な施策」についても記載してい

ます。 

 

 

環境の柱１の達成に向けた指標及び取組み 

環境の柱１：地球温暖化対策を推進し、気候危機に立ち向かう 

∟基本目標１－１ 二酸化炭素排出量削減に向けた「緩和策」を推進する 

∟基本目標１－２ 気候変動による影響への「適応策」を推進する 

 

環境の柱１の達成状況を示す指標には、本市において市民・事業者・行政の地球温暖化対策がど

れだけ効果を挙げられたかを端的に示す数値として、温室効果ガス排出量を設定しました。 

基本目標１－１では、エネルギー最終消費量と、その中における温室効果ガスを排出しない再生

可能エネルギー等の創出量を、それぞれエネルギーの出入口の指標として設定したほか、再生可能

エネルギーの創出・消費の例としてイメージしやすい例として、ZEB・ZEH 件数や、電気自動車・

燃料電池自動車の比率を設定しました。 

基本目標１－２では、気候危機やその影響について理解し、具体的な行動につなげている市民の

割合と、熱中症の予防方法等に関する情報をどこから入手すれば良いか理解している市民の割合を、

今後実施するアンケートに基づいて把握することとしました。 

 

【環境の柱及び基本目標の指標】 

 項目名 単位 現在値 目標値 

 

環境の 

柱１の指標 
温室効果ガス排出量 

千 t- CO2 

/年 

15,754 

(2016 年度) 

2050 年のカーボン 

ニュートラルに向けた

値(2030 年度)※1 

基本目標 

１－１の 

指標 

最終エネルギー消費量 ＴＪ 
188,325 

(2016 年度) 
同上 

市域で創出された 

再生可能エネルギー 

等の量 

ＴＪ 
3,532 

(20１７年度) 
同上 
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（新規に建築される） 

建築物における 

ZEB／ZEH 件数 

件 

ZEB    3 

ZEH 221 

(2019 年度) 

2050 年のカーボン 

ニュートラルに向けた

値(2032 年度)※1 

使用される自動車に 

占める電気自動車・ 

燃料電池自動車比率 

％ 
0.2 

(2019 年度) 
同上 

省エネ型家電に関する

市民意識の割合 
％ 未実施 

向上 

(2032 年度) 

基本目標 

１－２の 

指標 

自然災害の影響に備え

ている市民の割合 
％ 未実施 

向上 

(2032 年度) 

熱中症に関する 

情報源を理解している

市民の割合 

% 未実施 
向上 

(2032 年度) 

※1 令和５年度に策定する「地球温暖化対策実行計画」で、具体的な数値を設定します。 

 

 

基本目標１－１   二酸化炭素排出量抑制に向けた「緩和策」を推進する  

 

 

 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性  主な施策 

家庭、事業所における

省エネの促進 

 COOL CHOICE 等の環境活動を促進する取組みを活用し、環境問題

や環境活動に対する意欲の向上を図る。 

 「千葉市地球温暖化対策実行計画」に基づき、総合的かつ計画的に温

暖化対策を推進する。 

 関係機関との連携を図りながら、市民・事業者の取組み促進に向けた

情報提供を行う。 

 ごみ処理施設や下水道処理施設のエネルギー高効率化や再生可能エネ

ルギー（太陽光、バイオマスなど）利用などにより、事業者としての

市の省エネ活動を推進する。 

建築物の省エネ化、ネ

ットゼロ化の促進 

 建築物の徹底した省エネ化を図り、ZEH、ZEB の普及を促進する。 

 スマートグリッドなど、ICT 技術を活用した電気や熱の面的利用等に

よる、エネルギー利用の効率化を図る。 

 民間における ESCO 事業の実施、や CASBEE（建築環境総合性能評

価システム）を活用した「千葉市建築物環境配慮制度」により、環境

に配慮した建築物の建築の誘導等を促進する。 

 地域産材を利用した木造化・木質化等を促進する。 

再生可能エネルギーの

創出、利用推進 

 再生可能エネルギーの有効性についての情報発信や設置補助を通じて

利用を促進する。 

（作業コメント） 

以下の表については、「主な施策」などの記載内容は調整中です。 
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 自立分散型エネルギーシステムの構築を進める。 

 公共施設へ再生可能エネルギー（太陽光、バイオマスなど）を導入す

る。 

次世代自動車利用に関

する取組みの促進 

 市民・事業者等の次世代自動車（電気自動車、燃料電池自動車など）

の導入を促進する。 

 市内の EV ステーション等、充電ステーションの整備を促進する。 

 公用車への次世代自動車の積極的な導入を推進する。 

水素エネルギーの活用  燃料電池自動車、家庭用燃料電池等の水素エネルギー利活用を促進す

る。 

 水素社会の実現に向けた水素ステーション整備を促進する。 

コンパクトなまちづく

り、交通環境整備・改善 

 「千葉市立地適正化計画」に基づき、居住や都市機能のゆるやかな集

約を図る。 

 ICT や MaaS（モビリティのサービス化）を活用した地域公共交通の

利便性向上を推進する。 

 持続可能な交通ネットワークの構築、パーク＆ライドの整備などによ

り公共交通の活性化を図る。 

 シェアサイクルの普及や自転車走行環境の整備などにより、自転車利

用を促進する。 

ヒートアイランド対策

の推進（緑化の推進） 

 市街地における緑地や水面等のクールスポットの拡大を推進する。 

 ヒートアイランド現象に関する情報提供を推進する。 

 高断熱・高気密の建築物整備などエネルギーの効率的な利用を促進し、

建築物等からの温排気を軽減する。 

二酸化炭素の吸収源対

策の推進 

 森林における二酸化炭素の吸収を最大限に促す施策を検討する。 
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基本目標１－２   気候変動による影響への「適応策」を推進する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

自立分散型エネルギー

の確保 

 防災拠点である指定避難所に再生可能エネルギー及び蓄電池を導入す

る。 

適応７分野（農林水産

業、水環境・水資源、自

然生態系、自然災害、健

康、産業・経済活動、国

民生活）における対応 

 気候変動の実態やその影響、適応策に関する情報収集を踏まえ、市民・

事業者に向けた情報発信に取り組む。 

 台風等による農作物被害や停電に備え、ハウスの強靭化や、農業者の収

入保険の加入促進、森林等の安全対策などを行う。 

 ハザードマップの作成や周知などにより、市民による災害への備えを促

進する。 

 大雨時に浸水リスクと経済的損失が高い地区を中心に、浸水対策施設の

整備を行う。 

 市街化区域を中心に、雨水貯留槽等の設置費用の一部を補助する。 

 熱中症予防のため、暑さ指数（WBGT）等の情報提供、注意喚起および

暑さ対策の普及啓発行う。 

 蚊媒介感染症に関する情報収集及び普及啓発を行う。 

気候危機に対する行動

変容の促進 

 気候変動に伴う気象災害の被害について周知し、気候変動への適応策に

ついて市民の理解を促進する。 
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環境の柱２の達成に向けた指標及び取組み 

環境の柱２：３Ｒの取組みを推進し、循環型社会の構築を目指す 

∟基本目標２－１ ２Ｒの取組みを推進する 

∟基本目標２－２ リサイクルを推進する 

∟基本目標２－３ 廃棄物を適正に処理する 

 

環境の柱２の達成状況を示す指標には、廃棄物処理の「入口」と「出口」の数値を押さえる考え

方で、一般廃棄物の総排出量と最終処分量を設定しました。排出量は、人口減少社会における廃棄

物の削減状況を正確に把握するため、１人当たりの単位としています。（なお、最終処分量は、処分

場の容量確保が政策的に重要であるため、１人当たりではなく総量で見ていきます。） 

基本目標２－１では、２Ｒの取組みが進むことで減少に向かうはずの値である、一般廃棄物焼却

処理量と、産業廃棄物排出量を指標にすることとしました。 

基本目標２－２では、一般廃棄物、産業廃棄物のそれぞれについて、リサイクル率と共に最終処

分量を指標とし、どれだけリサイクルに回らない廃棄物があるかを見ていくこととしました。 

基本目標２－３では、一般廃棄物については、ごみステーションにおける適正排出への市民理解

の実態を示している不適正排出ごみ警告シール貼付件数を、産業廃棄物については、排出事業者責

任の徹底及び不適正処理防止の状況の目安として電子マニフェスト普及率を、それぞれ把握してい

くこととしました。 

【環境の柱及び基本目標の指標】 

 項目名 単位 現在値 目標値 

 

環境の 

柱２の指標 

市民１人１日当たりの 

一般廃棄物総排出量 
ｇ 

969 

(2019 年度) 

さらなる削減 

(2032 年度)※1 

一般廃棄物最終処分量 ｔ 
18,400 

(2019 年度) 

13,000 

(2031 年度)※2 

基本目標 

２－１の 

指標 

一般廃棄物焼却処理量 ｔ 
243,000 

(2019 年度) 

235,000 

(2031 年度)※2 

産業廃棄物排出量 ｔ 
4,065,000 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

 

 

 

基本目標 

２－２の 

指標 

 

 

 

 

一般廃棄物再生利用率 

 

％ 
31.6 

(2019 年度) 

38 

(2031 年度)※2 

産業廃棄物再生利用率 ％ 
50.1 

(2018 年度) 

向上 

(2032 年度) 

（再掲） 

一般廃棄物最終処分量 
ｔ 

18,400 

(2019 年度) 

13,000 

(2031 年度)※2 
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基本目標 

２－２の 

指標 

産業廃棄物最終処分量 ｔ 
53,000 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

基本目標 

２－３の 

指標 

不適正排出ごみ 

警告シール貼付件数 
件 

199,846 

(2020 年度) 

減少 

(2032 年度) 

電子マニフェスト普及

率 
％ 

60.5 

(2018 年度) 

向上 

(2032 年度) 

※1 現行の一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の目標値（1,037g）を達成済みであり、令和４年度に策定する次期の同

計画で、さらなる削減目標を設定します。 

※2 現行の一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の目標値によって設定しています。令和４年度に策定する次期の同計画の

内容によって、今後変更する可能性があります。 

 

基本目標２－１   ２Ｒの取組みを推進する  

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

廃棄物の排出抑制に向けた

ライフスタイルの転換 

 プラスチックごみの削減に向け、市が率先して発生抑制に取り組

むとともに、発生抑制・適正排出に向けた周知啓発を行う。 

 生ごみ（厨芥）類の資源化、水切りによる減量化など、市民への生

ごみの発生・排出抑制の啓発を推進する。 

 市民及び事業者と連携し、フードドライブやフードバンクの取組

みを推進する。 

廃棄物の排出抑制に向けた

体制づくり等の推進 

 市民・事業者のごみ減量に向けた自主的な取組みや、リサイクル

活動への支援等を促進する。 

 一般廃棄物のさらなる排出抑制に向け、経済的インセンティブな

ど廃棄物の減量化を推進する。 

 ペーパーレス化、ごみの出にくい製品の開発やごみの削減のため

普及・啓発を行う。 

事業活動における廃棄物の

発生抑制・再使用の促進 

 廃棄物の発生の少ない製品の製造・販売、長期使用できる製品や

リサイクルしやすい素材や部品の使用等を国や産業界に働きかけ

る。 

 スーパーなどで渡されるレジ袋の削減に向けた取組みを事業者と

ともに推進する。 

 

基本目標２－２   リサイクルを推進する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

資源の循環的な利用に向け

た体制づくりの推進 

 家庭ごみの分別収集品目の拡大について検討し、資源類の回収・

再利用・循環利用システムの充実・拡大を図る。 

 リサイクル関連施設の維持、整備等を推進する。  

 ごみの焼却エネルギーの有効利用、ごみの焼却灰の資源化の推進

など、廃棄物からのエネルギー回収及び有効活用を推進する。 
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バイオマスの利用推進・拡

大 

 公園・街路樹から発生する剪定枝などの木質バイオマス（エネル

ギー源、堆肥、チップ化等）への利用拡大を推進する。  

 バイオマス（食品、畜産廃棄物、下水汚泥など）利活用を促進し、

地域のグリーン産業を創出する。 

 食品廃棄物（食品ロスなど）等の飼料・肥料などへの再生利用や

エネルギー源としての利用を図る。 

 

基本目標２-３  廃棄物を適正に処理する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

環境負荷の少ない廃棄物処

理の推進 

 ごみ収集ルートを最適化し、効率的な収集を行う。 

 廃棄物処理施設の整備および、施設の適正な運営・管理、処理体

制の効率化を図る。 

 災害廃棄物の処理体制の構築および、市民への広報、情報発信を

行う。 

廃棄物の不適正処理・不法

投棄の未然防止 

 ごみ分別・排出ルールを守らない方への指導や民間監視委員によ

る監視体制の強化など、不法投棄対策を推進する。 

 多量排出事業者への指導や立入検査の実施などにより、廃棄物の

不適正処理の未然防止に努める。 

 事業者等へ、不法投棄等の原因究明の迅速化につながる電子マニ

フェストの必要性を啓発し、普及拡大を図る。 

ポイ捨ての防止、清掃活動

の推進 

 散乱ごみのない清潔なまちづくりを推進する。 

 ごみゼロ運動や清掃美化街頭キャンペーン等の実施など、市民の

美化意識を高める施策を推進する。 

 海洋プラスチックごみを削減するため、プラスチック製容器包装

の再生可能資源への切り替えや、周知啓発を図る。 
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環境の柱３の達成に向けた指標及び取組み 

環境の柱３：自然と調和・共存し、良好で多様な水辺と緑の環境を次世代に引き継ぐ 

∟基本目標３－１ 生物多様性に富んだ生態系を保全する 

∟基本目標３－２ 豊かな緑と水辺を保全・活用する 

∟基本目標３－３ 良好な景観を保全・創造する 

∟基本目標３－４ 自然とふれあう機会を創出する 

 

環境の柱３の達成状況を全体的に把握するためには、表せるものが限定される細分化された指標

よりは、市民の意識を見ていくことが重要と考え、また、人口減少社会における自然保護は量だけ

でなく質が求められることも考慮し、市民アンケート結果を指標として設定することとしました。 

基本目標３－１では、定期的に調査している貴重な生物の個体数や、多様な生物がすむ場所であ

る緑被地の割合（緑被率）、保全を図っている谷津田・里山等の地区数などを通じ、生物の生息量及

び生息拠点を把握することとしたほか、特定外来生物への対応状況を示す指標として防除数を設定

しました。 

基本目標３－２では、豊かな緑と水辺がどの程度確保されているかについて、市民の受け止め方

と、実際に生物が生息している空間に関する数値的指標の両面から見ていくこととしました。 

基本目標３－３では、本市の恵まれた自然景観である谷津田・里山等の地区数により、景観の保

全状況を把握することとしました。 

基本目標３－４では、市民が自然と触れ合う場として市民農園、公園、自然観察会等を取り上げ、

これらの箇所数や利用者数を見ることで、自然との触れ合いの状況を把握することとしました。 

 

【環境の柱及び基本目標の指標】 

 項目名 単位 現在値 目標値 

  

環境の 

柱３の指標 

生物多様性について 

理解している市民の割合 
％ 未実施※1 

100 

(2032 年度) 

緑・水辺が豊かだと 

感じる市民の割合 
％ 

57.8 

(2018 年度) 

70 

(2023 年度)※2 

基本目標 

３－１の 

指標 

貴重な生物の生息量※3 匹、個 

839 匹、 

1,498 個 

(2020 年度) 

974 匹、995 個 

(2032 年度) 

緑被率 ％ 
48.6 

(2020 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

 

谷津田・里山等の地区数 

 

地区数 
32 

(2019 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 
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（再掲） 

生物多様性について 

理解している市民の割合 

％ 未実施※1 
100 

(2032 年度) 

特定外来生物の防除数 

（計画期間での累計） 
頭 

163 

(2020 年度) 

2,530 

(2032 年度) 

基本目標 

３－２の 

指標 

（再掲） 

緑・水辺が豊かだと 

感じる市民の割合 

％ 
57.8 

(2018 年度) 

70 

(2023 年度)※2 

（再掲） 

緑被率 
％ 

48.6 

(2020 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

多自然護岸整備河川等の 

延長（累計） 
ｍ 

13,644 

(2019 年度) 

17,449 

(2029 年度) 

基本目標 

３－３の 

指標 

（再掲） 

谷津田・里山等の地区数 
地区数 

32 

(2019 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

基本目標 

３－４の 

指標 

市民農園の 

箇所数・利用者数 
か所、人 

36 か所、 

1,372 人 

(2019 年度) 

36 か所、1,500 人 

(2032 年度) 

大規模な公園の利用者数 千人 
3,006 

(2020 年度) 

★算定中 

(2032 年度) 

自然観察会等の 

参加者数・開催数 

（計画期間中の総数） 

回、人 
6 回、９5 人 

(2020 年度) 

154 回、2,694 人 

(2022～2032 年度) 

※1 今後実施する市民アンケートによって、生物多様性について理解している市民の割合を把握します。 

※2 現行の緑と水辺のまちづくりプランの目標値によって設定しています。令和４年度に策定する次期の同プランの内

容によって、今後変更する可能性があります。 

※3 本市で生息数を調査しているヘイケボタル（匹）、ニホンアカガエル（個）の個体数です。 

 

基本目標３-１  生物多様性に富んだ生態系を保全する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

野生動植物の保全に向けた

取組みの推進 

 野生動植物の生息・生育等の実態調査を実施するとともに、野生

動植物の保全に配慮した土地利用や事業等の実施を促進する。 

 千葉市の鳥・コアジサシなどの貴重な野生動植物の保護対策を推

進する。 

 特定外来生物（カミツキガメやアライグマなど）について、関係

機関と連携し、適切な対応を図る。 

多様な生物の生息・生育環  谷津田・里山を始めとした生態系や自然環境の保全・回復に配慮
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境の保全・創出 した土地利用や事業等の実施を促進する。 

 緑や水辺の保全に努め、多様な生態系の保全および、生態系ネッ

トワークの形成を推進する。 

 農地農村の保全と活用、農業の担い手の育成などを進め、耕作放

棄地の解消・発生防止に努める。 

生物多様性の普及啓発  市民の野生動植物の保全に関する普及啓発、意識向上に向けた取

組みを推進する。 

 身近な自然空間の創出に努め、森林等の保全対策を推進する 

健全な水循環の確保  かん養機能の保全のための森林の育成・保全、谷津田及び湧水の

保全を推進し、河川流量及び地下水量等の確保に努める。 

 水源として重要な森林等の緑地や水田等の農地の保全、透水性舗

装や雨水浸透施設の整備など、雨水の地下浸透を促進する。 

 

 基本目標３-２   豊かな緑と水辺を保全・活用する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

緑と水辺のネットワークの

形成推進 

 森林・公園等の緑地、河川や海などをつなぐ水と緑のネットワー

クの形成を推進する。 

 道路や街路樹、市街化区域及びその周辺の緑地の保全や身近な水

辺モデル事業の推進など、良好な自然空間の保全を図る。 

 学校や公園、事業所内の空地等を利用したビオトープづくりや公

共施設の緑化等により身近な自然空間の創出を推進する。 

 公共施設等で緑化を推進する。 

身近な水辺空間の保全・創

出及び活用の推進 

 河川浄化活動の推進や市民協働による水辺環境保全活動を促進

する。 

 水生生物調査を実施するとともに、市内小学校との身近な水辺と

のふれあいを促進し水辺空間の活用を図る。 

 

 基本目標３-３   良好な景観を保全・創造する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

地域の自然環境資源を保

全・活用した良好な自然景

観づくり 

 地域の自然環境資源を保全・活用した良好な自然景観形成等を推

進する。 

 地域の自然環境資源等に関する情報を収集・整理し、市民等への

情報提供を推進する。 

地域の特性を活かした都市

景観づくり 

 地域の特性を活かした魅力ある都市景観づくりを推進する。  

 優れた都市景観を創出している建築物を表彰するなど、千葉市ら

しい都市景観の保全・創造を推進する。 

歴史的遺産の保全継承  文化財や史跡等の現状を把握し、歴史的遺産を保全するとともに

後世に継承する。 

 市民が文化財とふれあう機会の増大、文化財に対する普及啓発等

を推進する。 

 

 基本目標３-４   自然とふれあう機会を創出する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 
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施策の方向性 主な施策 

自然とふれあう空間づくり  谷津田再生エリアでの田んぼづくり、樹林再生エリアでの森づく

り等を推進する。 

 市民に開放する市民緑地の整備、市民に身近な自然の保全等を推

進する。 

 自然とふれあえる公園、親水公園、遊歩道等の整備等を推進する。 

 身近な場所への市民農園の整備を推進する。 

自然とふれあう機会づくり  里山などを、自然とふれあい、自然体験活動を行う拠点として活

用する。 

 自然ふれあいマップの作成等、市民等への情報提供を推進する。 

 自然公園等による優れた自然環境の保全と活用を進める。 
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環境の柱４の達成に向けた指標及び取組み 

環境の柱４：健やかで快適に安心して暮らし続けられる環境を守る 

∟基本目標４－１ 空気のきれいさを確保する 

∟基本目標４－２ 川・海・池のきれいさを確保する 

∟基本目標４－３ 地下水・土壌等の安全を確保する 

∟基本目標４－４ 騒音等を低減し静けさや心地よさを確保する 

∟基本目標４－５ 有害化学物質による環境リスクを未然に防止する 

 

環境の柱４の達成状況を示す指標には、環境目標値等の総合的な達成率を設定することとしまし

た。環境目標値とは、本計画の推進に際して、人の健康を保護し、生活環境を保全するうえで達成

すべき目標として、国の環境基準等を参考に設定した値です。 

種類毎や測定地点毎に存在する多くの数値の一つ一つについて「基準を達成できているか否か」

を見ていくことでは全体が把握しづらくなるため、これを平均化して単一の数値に統合したもので

す。また、基本目標４－１から４－５までの各分野においても、環境目標値等の達成状況を人の健

康の保護に関する「健康項目」と生活環境の保全に関する「生活環境項目」で分類し、分野毎に統

合しています。 

このように統合して把握する数値のほかに、基本目標４－１では、自動車排出ガス低減について

見るため低公害車普及率を、基本目標４－２では、水質汚濁ついて見るため下水処理の普及状況を、

基本目標４－５では、化学物質排出事業者による管理の改善状況を見るため化学物質の届出排出量

を、それぞれ指標として設定しました。 

なお、統合した指標に関しては、全体を俯瞰的にみるための便宜的な方法であって、行政が目指

しているのは、環境目標値の全ての項目に関して、100％の達成を目指しています。 

 

【環境の柱及び基本目標の指標】 

 項目名 単位 現在値 目標値 

 

環境の 

柱４の指標 

大気、水質、地下水・ 

土壌等、騒音、有害物質 

に関する総合達成率※1 

％ 
93.7 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

基本目標 

４－１の 

指標 

大気環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

91.3 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

大気環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
% 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

 

低公害車普及率 

 

％ 
84.4 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

基本目標 

４－２の 

水質環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 
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指標 
水質環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
% 

66.7 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

汚水処理人口普及率 ％ 
98.6 

(2019 年度) 

100 

(2024 年度)※2 

基本目標 

４－３の 

指標 

地下水の環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
％ 

96.4 

(2015－ 

2019 年度) ※3 

100 

(2032 年度) 

土壌汚染対策法に基づく 

要措置区域等が適正に 

管理されている割合 

％ 未実施※4 
100 

(2032 年度) 

単年度沈下量 

2cm 未満の地点数の 

割合 

％ 
100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

基本目標 

４－４の 

指標 

一般環境騒音の環境目標

値達成率 
％ 

90.3 

(2015－ 

2019 年度) ※3 

100 

(2032 年度) 

自動車交通騒音の 

環境目標値達成率 
％ 

92.1 

(2015－ 

2019 年度) ※3 

100 

(2032 年度) 

基本目標 

４－５の 

指標 

有害物質環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

ＰＲＴＲ法による 

化学物質届出排出量 
ｔ 

595 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

※1 大気、水質、地下水・土壌等、騒音、有害物質の各分野の重みが均等になるようにして、それぞれの達

成率を平均化し、一つの値としたものです。 

※2 目標年次は、「汚水適正処理構想」の見直しに合わせて今後見直し予定です。 

※3 市内の調査地点を 5 年間かけて調査しているため、5 年分の測定結果によって把握します。 

※4 今後、対象地の網羅的な実態調査によって把握します。 

 

基本目標４-１   空気のきれいさを確保する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

工場・事業場からの大気汚

染物質の排出の抑制 

 環境関係法令に基づき、工場・事業場から排出されるばい煙、揮

発性有機化合物、粉じん及び水銀等について、基準の遵守状況を

確認するための立入検査を実施し、規制・指導を行う。 

 事業者と締結している環境の保全に関する協定に基づき、大気汚

染防止対策及び環境保全活動の促進等を図る。 

 光化学オキシダントの原因物質の一つである揮発性有機化合物
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の排出抑制に向け、計画書や実績報告書の提出等、事業者の自主

的取組みの促進を図る。 

 建築物の解体等に伴うアスベストの飛散を防止するため、届出の

適正化や作業基準遵守など事業者への指導を徹底する。 

 臨海部の粉じんについて、事業者に自主的取組みを求めるととも

に、その効果の検証に努めるなど、状況の改善に取り組む。 

自動車からの大気汚染物質

の排出の抑制 

 EV ステーション等の整備、自動車交通流の円滑化対策を実施

し、自動車公害防止対策を総合的に推進する。 

 エコドライブの励行の市民・事業者への普及・啓発を推進する。 

 グリーン物流の推進など、自動車からの大気汚染物質の排出抑制

を推進する。 

 

 基本目標４-２   川・海・池のきれいさを確保する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

工場・事業場からの水質汚

濁物質の排出の抑制 

 排水基準・総量規制規準の遵守の徹底を指導するなど、水質汚濁

物質の排出抑制対策を推進する。 

 窒素及びりんによる東京湾の富栄養化対策を推進する。 

 市内主要企業と協定を締結し指導の充実を図るとともに、事業者

による水質汚濁の防止に向けた自主的な排出抑制対策の促進に

努めます。 

 農薬・肥料の適正使用等を指導する。 

生活排水対策の推進  公共下水道の整備、合併処理浄化槽の設置及び農業集落排水処理

施設への接続指導等を推進し、水質の浄化を図る。 

 浄化槽の適切な維持管理の徹底および家庭でできる生活排水対

策の指導や普及に努める。 

 河川、海の浄化対策（ごみや堆積汚泥の除去）を推進する。 

 

基本目標４-３   地下水・土壌等の安全を確保する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

地盤沈下防止対策、地下水

汚染防止対策の推進 

 工業用水法、建築物用水法、千葉市環境保全条例に基づく地下水

揚水の規制を継続する。 

 事業者等による地下水の合理的使用を促進し、地下水採取量の適

正化を指導、地盤沈下の防止に努める。 

 環境関連法令に基づき、届出による使用実態の把握、立入検査等

による規制と指導を推進する。 

 環境保全型農業を推進するなど、農薬・肥料の適正使用等を促進

します。 

土壌汚染対策の推進  特定物質の適正管理及び土壌汚染対策を推進する。 

 関連法令の周知徹底、国などとの連携による土壌汚染対策を推進

する。 

 

 基本目標４-４   騒音等を低減し静けさや心地よさを確保する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 
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施策の方向性 主な施策 

工場・事業場からの騒音・振

動・悪臭の発生の防止 

 環境関係法令等に基づき、規制対象となる工場・事業場に対し、

届出や騒音・振動に係る規制基準の遵守等を指導する。 

 工場・事業場等の発生源に対する指導を実施するなど、悪臭の発

生防止に努める。 

自動車や建設作業等による

騒音等の防止 

 道路沿道における自動車交通騒音・振動の環境基準の達成状況を

把握し、自動車走行に伴う騒音・振動の改善に繋げる。 

 航空機騒音について、測定等により実態を把握し、国に対し騒音

対策を求める。 

 環境関係法令等に基づき、規制対象となる重機等を使用した建設

作業について、届出や騒音・振動に係る規制基準の遵守等を指導

する。 

 事業者に対し、深夜営業によるカラオケや商業宣伝用の拡声機等

による近隣騒音の低減に向けた啓発等を行い、条例に基づく規制

及び指導を行う。 

 

 

 基本目標４-５   有害化学物質による環境リスクを未然に防止する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

工場・事業場からの有害化

学物質の排出の抑制 

 環境関係法令等に基づき工場等に対する規制を強化するととも

に、協定を締結し指導の充実を図るなど、有害化学物質の排出抑

制対策を推進する。 

 PRTR 法に基づき、事業者による自主的な化学物質管理の改善

や、排出量・移動量の把握、情報の開示等を促進する。 

化学物質に関する情報の収

集、提供 

 化学物質に関する情報を収集、整備、提供し、リスクコミュニケ

ーション（事業者が行政や住民と情報を共有しリスクに関するコ

ミュニケーションを行うこと）の推進を図る。 

 農薬・殺虫剤等薬剤の適正使用や、化学物質等に関する情報の収

集・提供等に努める。 
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環境の柱５の達成に向けた指標及び取組み 

環境の柱５：みんなで環境の保全・創造に取り組む 

∟基本目標５－１ 環境教育を通じて主体的に環境保全活動に取り組む人材を育成する 

∟基本目標５－２ あらゆるステークホルダーとの連携を推進する 

∟基本目標５－３ 環境関連産業の育成に取り組み、環境と経済の好循環を推進する 

 

環境の柱５の達成状況を示す指標には、環境問題に共に取り組むステークホルダーである市民や

事業者の意識に関するアンケート調査の結果を設定しました。 

基本目標５－１では、環境教育等基本方針に基づいて市の各部門が実施する事業の件数によって、

環境教育・人材育成の状況を見ていくこととしました。 

基本目標５－２では、市民・事業者・近隣都市等と連携して実施する環境関連事業の件数によっ

て、市と各種ステークホルダーとの連携の状況を見ていくこととしました。 

基本目標５－３では、事業者による環境改善の取組状況を、環境マネジメントシステム等の導入

状況、温室効果ガス排出量等報告書の提出状況及び融資制度の活用実績に基づいて把握していくこ

ととしました。 

 

【環境の柱及び基本目標の指標】 

 項目名 単位 現在値 目標値 

 

環境の 

柱５の指標 

環境に配慮した行動を 

自ら実施している 

市民の割合 

％ 
75.6 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

環境に配慮した行動を 

自ら実施している 

事業者の割合 

％ 
73.1 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

基本目標 

５－１の 

指標 

環境教育に関する 

実施事業件数 
件 実施前 

向上 

(2032 年度) 

基本目標 

５－２の 

指標 

市民・事業者・近隣都市 

等との連携事業数 
件 

3６ 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

基本目標 

５－３の 

指標 

環境マネジメントシステ

ム等を導入している 

事業者件数 

件 
203 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

温室効果ガス排出量等 

報告書を提出している 

事業者の割合 

% 
49 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

環境経営応援資金の 

利用件数 
件 

1 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 
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基本目標５-１   環境教育を通じて主体的に環境保全活動に取り組む人材を育成する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

世代・分野を超えた協働の

推進 

 あらゆる年齢階層に対するあらゆる場・機会を通じた環境教育・

環境学習等を推進する。 

体験活動を通じた主体的・

対話的学びの推進 

 様々なイベントやキャンペーン、自然観察会など、効果的な普及

啓発活動を継続的に実施する。 

 里山などを、自然とふれあい、自然体験活動を行う拠点として活

用する。 

 市民、民間団体等が環境の情報を入手しやすいように分かりやす

い情報提供に努める。 

持続可能な社会の実現に向

けた人材育成 

 環境関連施設の整備や表彰制度の設立等を通じて市民・事業者・

民間団体等の環境保全活動の促進を図る。 

 環境保全活動の手法や環境保全設備の紹介、環境問題に関する情

報などについて、積極的な情報提供を行う。 

 公民館などの社会教育施設において、地球温暖化やリサイクルな

ど、現代的な課題を解決することを目的とした学習機会を提供す

る。 

 教材の提供、講師の派遣などの支援を行い、学校における発達段

階に応じた環境教育を総合的に推進する。 

ICT 等の積極的な活用  ICT を活用し、各ステークホルダーをつなぐ組織・ネットワーク

の構築・強化及び環境情報の整備と提供・広報の充実を図る。 

 

 

 基本目標５-２   あらゆるステークホルダーとの連携を推進する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

パートナーシップの構築  各団体の活動拠点における環境情報の提供ができる体制整備を推

進する。 

 団体間の環境活動に関する情報交換の場や、活動内容公表の機会

の提供に努める。 

連携する事業の創出、取組

みの拡大 

 企画段階から運営まで連携して実施する環境関連事業の充実を図

る。 

 市と市内の事業者が協働し、市内の環境を改善するためのプロジ

ェクトを検討する。 

人材の活用  研修会や講座を開催し、教材や資料の充実を図り、環境保全に関

する知識や指導力を有する人材育成を推進する。 

 コーディネーターなどの人材情報を収集し、環境学習会等の講師

として活用する。 

地域間協力及び人的交流の

推進 

 近隣市町村や関係機関との環境に係る連携・協力を積極的に推進

する。 

 国等との連携による環境に係る国際協力・交流事業、開発途上国

への技術移転・技術供与等を推進する。 

 環境保全活動団体等の民間団体や市民レベルでの国際交流を支援

する。 
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 基本目標５-３   環境関連産業の育成に取り組み、環境と経済の好循環を推進する 

この基本目標の達成に向けて、以下の取組みを進めていきます。 

施策の方向性 主な施策 

企業の環境配慮行動と地域

経済の好循環の促進 

 環境配慮を課題と認識している中小企業に対し、セミナーを開催

したり相談を実施する。 

 企業誘致に際して環境対策のための支援を検討する。 

 企業等との包括的な連携協定において環境配慮の取組みを促進す

る。 

 環境の保全に積極的に取り組む中小企業者に必要な設備資金の融

資を行う。 

環境関連産業の育成促進  事業者や大学・研究機関などとの連携による環境関連産業の育成

を支援する。 

産学官民の連携等による技

術の開発・活用の促進 

 大学・研究機関などとの連携による環境保全・創造に関する調査

研究、技術開発等を促進する。 

先進技術を活用した環境保

全の取組みの促進 

 環境技術研究、開発の推進及び環境技術情報を収集、発信する。 

 様々なツールを活用して利便性向上と市役所機能の最大化を図

り、環境負荷を低減する。 
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２．指標・環境目標値の一覧 

 項目名 単位 現在値 目標値 

環境の柱１ 温室効果ガス排出量 
千 t- CO2 

/年 

15,754 

(2016 年度) 

2050 年のカーボン 

ニュートラルに向けた値 

(2030 年度) 

 

１－１ 

最終エネルギー消費量 ＴＪ 
188,325 

(2016 年度) 
同上 

市域で創出された 

再生可能エネルギー等の量 
ＴＪ 

3,532 

(2017 年度) 
同上 

（新規に建築される）建築物に 

おける ZEB／ZEH 件数 
件 

ZEB 3 件、ZEH 221 件 

程度(2019 年度) 

2050 年のカーボン 

ニュートラルに向けた値 

(2032 年度) 

使用される自動車に占める 

電気自動車・燃料電池自動車比率 
% 

0.2 

(2019 年度) 
同上 

省エネ型家電に関する 

市民意識の割合 
％ 未実施 

向上 

(2032 年度) 

１－２ 

自然災害の影響に備えている市民の

割合 
％ 未実施 

向上 

(2032 年度) 

熱中症に関する情報源を 

理解している市民の割合 
% 未実施 

向上 

(2032 年度) 

環境の柱２ 

市民１人１日当たりの一般廃棄物 

総排出量 
ｇ 

969 

(2019 年度) 

さらなる削減 

(2032 年度) 

一般廃棄物最終処分量 ｔ 
18,400 

(2019 年度) 

13,000 

(2031 年度) 

 

２－１ 

一般廃棄物焼却処理量 ｔ 
243,000 

(2019 年度) 

235,000 

(2031 年度) 

産業廃棄物排出量 ｔ 
4,065,000 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

２－２ 

一般廃棄物再生利用率 ％ 
31.6 

(2019 年度) 

38 

(2031 年度) 

産業廃棄物再生利用率 ％ 
50.1 

(2018 年度) 

向上 

(2032 年度) 

（再掲）一般廃棄物最終処分量 ｔ 
18,400 

(2019 年度) 

13,000 

(2031 年度) 

産業廃棄物最終処分量 ｔ 
53,000 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

２－３ 

不適正排出ごみ警告シール 

貼付件数 
件 

199,846 

(2020 年度) 

減少 

(2032 年度) 

電子マニフェスト普及率 ％ 
60.5 

(2018 年度) 

向上 

(2032 年度) 

環境の柱３ 

生物多様性について理解している 

市民の割合 
％ 未実施 

100 

(2032 年度) 

緑・水辺が豊かだと感じる 

市民の割合 
％ 

57.8 

(2018 年度) 

70 

(2023 年度) 

 

３－１ 

貴重な生物の生息量 匹、個 
839 匹、1,498 個 

(2020 年度) 

974 匹、995 個 

(2032 年度) 

緑被率 ％ 
48.6 

(2020 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

谷津田・里山等の地区数 地区数 
32 

(2019 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

（再掲）生物多様性について 

理解している市民の割合 
％ 未実施※1 

100 

(2032 年度) 

特定外来生物の防除数 

（計画期間の累計） 
頭 

163 

(2020 年度) 

2,530 

(2032 年度) 

３－２ 

（再掲）緑・水辺が豊かだと感じる 

市民の割合 
％ 

57.8 

(2018 年度) 

70 

(2023 年度)※2 

（再掲）緑被率 ％ 
48.6 

(2020 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 
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 項目名 単位 現在値 目標値 

多自然護岸整備河川等の延長 

（累計） 
ｍ 

13,644 

(2019 年度) 

17,449 

(2029 年度) 

３－３ 
（再掲） 

谷津田・里山等の地区数 
地区数 

32 

(2019 年度) 

維持（減少させない） 

(2032 年度) 

３－４ 

市民農園の 

箇所数・利用者数 
か所、人 

36 か所、1,372 人 

(2019 年度) 

36 か所、1,500 人 

(2032 年度) 

大規模な公園の利用者数 千人 
3,006 

(2020 年度) 

★算定中 

(2032 年度) 

自然観察会等の参加者数・開催数 

（計画期間中の総数） 
回、人 

6 回、95 人 

(2020 年度) 

154 回、2,695 人 

(2022～2032 年度) 

環境の柱４ 
大気、水質、地下水・土壌等、 

騒音、有害物質に関する総合達成率 
％ 

93.7 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

 

４－１ 

大気環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

91.3 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

大気環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
% 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

低公害車普及率 ％ 
84.4 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

４－２ 

水質環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

水質環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
% 

66.7 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

汚水処理人口普及率 ％ 
98.6 

(2019 年度) 

100 

(2024 年度) 

４－３ 

地下水の環境目標値 

（生活環境項目）達成率 
％ 

96.4 

(2015－2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

土壌汚染対策法に基づく要措置区域 

等が適正に管理されている割合 
％ 未実施※2 

100 

(2032 年度) 

単年度沈下量 2cm 未満の 

地点数の割合 
％ 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

４－４ 

一般環境騒音の環境目標値達成率 ％ 
90.3 

(2015－2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

自動車交通騒音の 

環境目標値達成率 
％ 

92.1 

(2015－2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

４－５ 

有害物質環境目標値 

（健康項目）達成率 
％ 

100 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

ＰＲＴＲ法による化学物質届出 

排出量 
ｔ 

595 

(2018 年度) 

減少 

(2032 年度) 

環境の柱５ 

環境に配慮した行動を 

自ら実施している市民の割合 
％ 

75.6 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

環境に配慮した行動を 

自ら実施している事業者の割合 
％ 

73.1 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

 

５－１ 環境教育に関する実施事業件数 件 実施前 
向上 

(2032 年度) 

５－２ 
市民・事業者・近隣都市等との 

連携事業数 
件 

35 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

５－３ 

環境マネジメントシステム等を 

導入している事業者件数 
件 

203 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 

温室効果ガス排出量報告書を 

提出している事業者の割合 
％ 

49 

(2019 年度) 

100 

(2032 年度) 

環境経営応援資金の利用件数 件 
1 

(2019 年度) 

向上 

(2032 年度) 
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環境目標値 

千葉市の環境として達成すべき目標値として、大気・水質・地下水・土壌・騒音・有害化学物質

について、国の環境基準等を参考に設定したものです。 

 

１）大気の環境目標値 

項目 目標値 

二酸化窒素 １時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であること。 

二酸化硫黄 １時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時間値が

0.1ppm 以下であること。 

浮遊粒子状物質 １時間値の１日平均値が 0.10mg／m3 以下であり、かつ、１時間値が 0. 

20mg／m3 以下であること。 

一酸化炭素 １時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間値の 8 時間

平均値が 20ppm 以下であること。 

光化学オキシダント １時間値が 0.06ppm 以下であること。 

微小粒子状物質 １年平均値が 15μg／m3 以下であり、かつ、１日平均値が 35μg／m3

以下であること。 

降下ばいじん （大気環境目標値専門委員会において検討中） 

※二酸化窒素の達成状況は日平均値の 98％値で評価します。 

※二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、一酸化炭素の達成状況は日平均値の２％除外値で評価します。 

※微小粒子状物質の 1日平均値の達成状況は日平均値の 98％値で評価します。 

 

項目 目標値 

ベンゼン １年平均値が 0.003mg／m3 以下であること。 

トリクロロエチレン １年平均値が 0.13mg／m3 以下であること。 

テトラクロロエチレン １年平均値が 0.2mg／m3 以下であること。 

ジクロロメタン １年平均値が 0.15mg／m3 以下であること。 

アクリロニトリル １年平均値が 2μg／m3 以下であること。 

塩化ビニルモノマー １年平均値が 10μg／m3 以下であること。 

水銀及びその化合物 １年平均値が 40ngHg／m3 以下であること。 

ニッケル化合物 １年平均値が 25ngNi／m3 以下であること。 

クロロホルム １年平均値が 18μg／m3 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン １年平均値が 1.6μg／m3 以下であること。 

1,3-ブタジエン １年平均値が 2.5μg／m3 以下であること。 

ヒ素及びその化合物 １年平均値が 6ngAs／m3 以下であること。 

マンガン及びその化合物 １年平均値が 140ngMn／m3 以下であること。 

アセトアルデヒド １年平均値が 120μg／m3 以下であること。 

塩化メチル １年平均値が 94μg／m3 以下であること。 
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２）水質の環境目標値 

ア 生活環境の保全に関する項目 

水系 
水域区分 

（評価地点） 

BOD 

（mg/L） 

溶存酸素 

（mg/L） 

大腸菌群数 

（MPN/100mL） 

都川 都川上流（高根橋） ３以下 7.5 以上 1,000 以下 

都川中流（青柳橋） ３以下 7.5 以上 1,000 以下 

都川下流（都橋） ５以下 ５以上 - 

葭川下流（日本橋） ５以下 ５以上 - 

支線都川（新都川橋） ３以下 ５以上 5,000 以下 

坂月川（辺田前橋） ５以下 ５以上 5,000 以下 

葭川上流（源町 407 番地地先） ５以下 ５以上 - 

鹿島川 鹿島川上流（下大和田町 1146

番地地先） 
２以下 7.5 以上 1,000 以下 

鹿島川上流（平川橋） ２以下 7.5 以上 1,000 以下 

鹿島川下流（下泉橋） ２以下 7.5 以上 1,000 以下 

花見川 花見川上流（花島橋） ５以下 ５以上 5,000 以下 

勝田川 ５以下 ５以上 5,000 以下 

花見川下流（新花見川橋） ５以下 ５以上 5,000 以下 

その他の

水域 

村田川（高本谷橋） ２以下 7.5 以上 1,000 以下 

浜田川（下八坂橋） ５以下 ５以上 - 

花園川[草野水路] 

（高洲橋） 
３以下 ５以上 - 

浜野川（浜野橋） ３以下 ５以上 - 

生実川（平成橋） ３以下 ５以上 1,000 以下 

※BOD の達成状況は日間平均値の 75％値で評価します。 

 

水系 
水域区分 

（評価地点） 

COD 

（mg/L） 

溶存酸素 

（mg/L） 

大腸菌群数 

（MPN/100mL） 

全窒素 

（mg/L） 

全りん 

（mg/L） 

全亜鉛 

（mg/L） 

海域 千葉港（千葉

コンビナート湾

内） 

３以下 ５以上 - 1.0 以下 
0.09 

以下 

0.02 

以下 

いなげの浜～

幕張の浜（幕

張の浜地先） 

３以下 ５以上 100 以下 0.6 以下 
0.05 

以下 

0.02 

以下 
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イ 人の健康の保護に関する項目 

項目 目標値 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと （定量下限値：0.1mg/L） 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと （定量下限値：0.0005mg/L） 

PCB 検出されないこと （定量下限値：0.0005mg/L） 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

※年間平均値で評価します。ただし、全シアンについては最高値とします。 

※海域については、ふっ素及びほう素の環境目標値は適用しない。 
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３）地下水の環境目標値 

項目 目標値 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと （定量下限値：0.1mg/L） 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと （定量下限値：0.0005mg/L） 

PCB 検出されないこと （定量下限値：0.0005mg/L） 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

クロロエチレン（別名塩化

ビニル又は塩化ビニルモ

ノマー） 

0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸

性窒素 
10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 
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４）土壌の環境目標値 

項目 目標値 

カドミウム 検液 1L につき 0.003mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1kg

につき 0.4mg 未満であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。（定量下限値：0.1mg/L） 

有機燐（りん） 検液中に検出されないこと。（定量下限値：0.1mg/L） 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る）において

は、土壌 1kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。（定量下限値：0.0005mg/L） 

PCB 検液中に検出されないこと。（定量下限値：0.0005mg/L） 

銅 農用地（田に限る）において、土壌 1kg につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

クロロエチレン（別名塩化

ビニル又は塩化ビニルモ

ノマー） 

検液１L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること 

ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること 

1,4-ジオキサン 検液１L につき 0.05mg 以下であること。 
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５）騒音の環境目標値 

地域の類型 

昼間 

（午前６時～午後１０

時） 

夜間 

（午後１０時～午前６

時） 

一

般 

A 地域 

第１種区域（第１種、第２種低層住居専用地

域、第１種、第２種中高層住居専用地域） 

B 地域 

第２種区域（第１種、第２種住居地域、準住居

地域、市街化調整区域） 

55 デシベル以下 45 デシベル以下 

C 地域 

第３種区域（近隣商業地域、商業地域、準工

業地域） 

第４種区域（工業地域） 

60 デシベル以下 50 デシベル以下 

道

路

に

面

す

る

地

域 

A 地域のうち、２車線以上の車線を有する道

路に面する地域 
60 デシベル以下 55 デシベル以下 

B 地域のうち、２車線以上の車線を有する道

路に面する地域、及び C 地域のうち、車線を

有する道路に面する地域 

65 デシベル以下 60 デシベル以下 

幹線道路に面する地域（幹線交通を担う道路

に近接する空間） 

70 デシベル以下 

（45 デシベル以下） 

65 デシベル以下 

（40 デシベル以下） 

※“幹線道路に面する地域”のうち（ ）の目標値は、個別の住居等において、騒音の影響を受

けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、屋内へ透過する騒

音に係る目標値 

※“幹線交通を担う道路”とは、①道路法第３条に規定する高速自動車国道、一般国道、都道府

県道及び市町村道（市町村道にあっては４車線以上の区間に限る。）、②①に掲げる道路を除く

ほか、一般自動車道であって都市計画法施行規則第７条第１項第１号に定める自動車専用道路

とする。 

 

６）有害化学物質の環境目標値 

ア ダイオキシン類 

媒体 目標値 

大気 0.6pg-TEQ/m3 以下 

水質 1pg- TEQ /L 以下 

土壌 1,000pg- TEQ /g 以下 

底質 150pg- TEQ /g 以下 

※目標値は、2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシンの毒性に換算した値とします。 

※大気及び水質の目標値は年間平均値で評価します。 
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３．各ステークホルダーの取組み 

本編第４章の中で述べた各ステークホルダーの役割に対応した、具体的な取り組み例を示します。 

 

市民による取組みの例 

市民が日々の日常生活や事業活動を行う上で特に環境へ配慮すべき行動について示します。 

環境の柱１：地球温暖化対策を推進し、気候危機に立ち向かう 

二酸化炭素排出量抑制

に向けた「緩和策」を推

進する 

 「ゼロカーボンアクション３０」（３２ページ）を実践する。 

気候変動による影響へ

の「適応策」を推進する 

 熱中症予防や感染症予防など、身近にできる気候変動対策に努める。 

 災害について学び、日ごろから備えておく。 

環境の柱２：３Ｒの取組みを推進し、循環型社会の構築を目指す 

２Ｒの取組みを推進す

る 

 ごみになりにくい製品を選択・購入し長く使用する。不用となった製

品はフリーマーケットなどで再利用に努める。 

 簡易包装された商品の選択や過剰包装の辞退、リターナブル容器を

用いた商品や詰め替え可能な商品の利用に努める。 

リサイクルを推進する  地域活動を支える担い手として積極的に資源の集団回収や地域のリ

サイクル活動に取り組む。 

 リサイクルの環をつなげるため、再生品を積極的に利用する。 

廃棄物を適正に処理す

る 

 ごみの出し方についてのルールを守り、ごみの適正処理を心がける。 

 たばこの吸い殻や空き缶などを投げ捨てないなどのマナーを守る。 

 地域の清掃活動に積極的に参加・協力する。 

 違法なごみの野外焼却を行わない。 

環境の柱３：自然と調和・共存し、良好で多様な水辺と緑の環境を次世代に引き継ぐ 

生物多様性に富んだ生

態系を保全する 

 自然の持っている役割の理解に努める。 

 生き物を飼う場合は、その種にあった適切な方法で飼育する。 

 傷ついた鳥獣を見つけたときは、救護に協力する。 

 外来生物を発見した際は、通報などの適切な対応を取る。 

 庭の植樹や生け垣づくり、ベランダの緑化などに努める。 

豊かな緑と水辺を保全・

活用する 

 雨水浸透桝などを設置する。 

 地産地消を心がけ、地域の農業を支援する。 

 「花いっぱい市民活動」などに参加し、花のあふれるまちづくりに協

力する。 

良好な景観を保全・創造

する 

 都市生活の快適さを守るため、ポイ捨てをしないなど、マナーの向上

に努める。 

 地域での環境美化活動に取り組む。 

 市内にある歴史的遺産について学び保全活動に取り組む。 

自然とふれあう機会を

創出する 

 自然観察会などのイベントに積極的に参加する。 

 市民農園等を活用し、農作業等を体験する。 

環境の柱４：健やかで快適に安心して暮らし続けられる環境を守る 

空気のきれいさを確保

する 

 冷暖房器具などを効率よく使用し大気汚染の発生を抑制する。 

 徒歩や自転車、公共交通機関の利用を優先し自家用車の利用を控える。

 自動車の購入に当たっては、低公害な車を選択するよう努め、利用す

る際はエコドライブを心がける。 
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川・海・池のきれいさを

確保する 

 使用済みの油や調理くずなどを下水に流さないように工夫する。 

 浄化槽の適正な維持管理に努める。また、下水道未整備地域では合併

処理浄化槽を設置する。 

 水辺を守る意識を高め、身近な河川等の清掃運動に取り組む。 

地下水・土壌等の安全を

確保する 

 雨水浸透ますの設置などにより地下水のかん養に努める。 

 井戸水の適正な揚水に努める。 

 除草剤等をできるだけ使用しないなど、土壌を汚染しないよう心が

ける。 

騒音等を低減し静けさ

や心地よさを確保する 

 生活騒音や臭い等で近隣に迷惑をかけないように配慮する。 

化学物質による環境リ

スクを未然に防止する 

 化学物質が使用されている製品の使用や廃棄は、環境への汚染が生

じないように配慮する。 

環境の柱５：みんなで環境の保全・創造に取り組む 

環境教育を通じて主体

的に環境保全活動に取

り組む人材を育成する 

 市の実施する人材育成に関する講座等に参加し、自ら地域や団体の

リーダーとなり活動を推進する。 

 学校や地域における環境教育・学習等に参加し、環境問題について理

解を深める。 

 市や民間団体等が発信する環境の保全に関する情報を積極的に収集

し、環境に対する負荷の少ない生活の実践に努める。 

あらゆるステークホル

ダーとの連携を推進す

る 

 事業者や民間団体等の実施するイベント等に積極的に参加・協力する。

 市の環境保全活動等に関して提言等を行う。 

環境関連産業の育成に

取り組み、環境と経済の

好循環を推進する 

 ESG 投資などに関心を向ける。 

 環境に与える負荷の少ない製品等の購入・使用に努める。 

 

子どもたちの取組みの例 

 

環境の柱１：地球温暖化対策を推進し、気候危機に立ち向かう 

  

  

  

環境の柱２：３Ｒの取組みを推進し、循環型社会の構築を目指す 

  

  

  

環境の柱３：自然と調和・共存し、良好で多様な水辺と緑の環境を次世代に引き継ぐ 

  

  

  

環境の柱４：健やかで快適に安心して暮らし続けられる環境を守る 

  

  

  

環境の柱５：みんなで環境の保全・創造に取り組む 

（作業コメント） 

現在、千葉市で開催している

こども・若者の力ワークショップ

で「よりよくします！千葉市の環

境」というテーマを掲げ検討

中。参加している小 4 から中学

生までの意見を取りまとめて記

載することを検討。 
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  

  

 

事業者の取組みの例 

事業者が日々の日常生活や事業活動を行う上で特に環境へ配慮すべき行動について示します。 

環境の柱１：地球温暖化対策を推進し、気候危機に立ち向かう 

二酸化炭素排出量抑制

に向けた「緩和策」を推

進する 

 事業活動や通勤等での公共交通機関の利用を推進する。 

 効率的なエネルギーシステムの導入に努め省エネルギーを推進する。 

 再生可能エネルギーや地下水等の熱、工場排熱等を有効に活用する。 

気候変動による影響へ

の「適応策」を推進する 

 建築物の屋上緑化や壁面緑化に努めるとともに、事業所内の緑や水

辺の確保を図る。 

 中間期（春、秋）における冷暖房空調システムの利用を見直し、温排

気の低減に努める。 

環境の柱２：３Ｒの取組みを推進し、循環型社会の構築を目指す 

２Ｒの取組みを推進す

る 

 省資源化を促進する製品、生産から廃棄までの段階で環境負荷の少

ない製品などの開発を推進する。 

 備品等で修理できるものは修理し、長期間の使用に努めるなど、事業

活動から発生する廃棄物の減量化に積極的に努める。 

リサイクルを推進する  職場内でのごみの資源化、リサイクル活動を推進する。 

 再生資源を積極的に利用する。 

 製品の情報を公開し消費者にリサイクルの協力を求める。 

廃棄物を適正に処理す

る 

 事業活動に伴って発生する廃棄物を適正に処理する。 

 電子マニフェストの使用など、不適正処理が生じにくい体制を作る。 

環境の柱３：自然と調和・共存し、良好で多様な水辺と緑の環境を次世代に引き継ぐ 

豊かな生物多様性を保

全し活用する 

 土地利用や事業活動において生態系の保全に配慮する。 

 事業所の敷地での緑化や水辺づくりに取り組み、植栽において生物

の多様性に配慮した樹種の選択に努める。 

 地域の自然保護活動や生物多様性及び生態系の保全・再生に協力する。

豊かな緑と水辺を保全・

活用する 

 地域での緑と水辺環境の保全活動や緑や水辺環境づくりに協力する。 

 一定規模の土地を開発する際は、自治体と緑化の協議を行う。 

良好な景観を保全・創造

する 

 土地利用や事業活動において地域の自然景観との調和に配慮する。 

 地域の環境美化活動や自然景観の保全等の活動に協力する。 

 地域の歴史的遺産の保全活動に協力する。 

自然とふれあう機会を

創出する 

 事業所内に市民が利用できる自然環境を確保する。 

 自然とのふれあいに関するイベントを実施する。 

環境の柱４：健やかで快適に安心して暮らし続けられる環境を守る 

空気のきれいさを確保

する 

 大気汚染防止のための設備や技術を積極的に導入する。 

 物流の効率化等を図り、事業用自動車の走行量の抑制に努める。 

 事業用自動車は低公害な自動車を購入するよう努める。 

川・海・池のきれいさを

確保する 

 水質汚濁防止のための設備や技術を積極的に導入し、事業活動に伴

う水質汚濁物質の排出抑制に努める。 

 節水対策及び水の循環利用を推進する。 

地下水・土壌等の安全を

確保する 

 地盤沈下、地下水汚染、土壌汚染の防止のための設備や技術を積極的

に導入するなど、事業活動に伴う公害防止対策を推進する。 

 雨水浸透ますや透水性舗装の採用により地下水のかん養に努める。 
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 農薬や化学肥料などの多量な使用を控える。 

騒音等を低減し静けさ

や心地よさを確保する 

 騒音、振動、悪臭の防止のための設備や技術を積極的に導入する。 

 事業活動に伴う騒音、振動、悪臭に係る苦情に対し、すみやかに対策

をとるよう努める。 

 近隣に迷惑をかけないように店舗営業等に係る騒音等に配慮する。 

有害化学物質による環

境リスクを未然に防止

する 

 事業活動に伴う有害化学物質の環境への排出を抑制するとともに、

取り扱う有害化学物質の影響について把握し、適正な配慮に努める。 

 有害化学物質による汚染の未然防止に向け設備や技術を導入する。 

 事故等による有害化学物質の環境汚染を未然に防止するため、必要

な設備の導入や安全管理のためのシステムづくりなどの対応を図

る。 

環境の柱５：みんなで環境の保全・創造に取り組む 

環境教育を通じて主体

的に環境保全活動に取

り組む人材を育成する 

 ＣＳＲ*・ＳＤＧｓ等に関する担当部署を設置する。 

 国際規格（ISO14001*）等の認証の取得や、環境会計の導入など、環

境保全のための体制や仕組みづくりに取り組む。 

 社員等を対象とした環境保全に関する教育を充実する。 

あらゆるステークホル

ダーとの連携を推進す

る 

 社会貢献活動として、地域の環境保全活動に積極的に参加する。 

 見学の受入等による学習の場や機会の提供や、市の実施する人材育

成に関する講座等に参加・協力する。 

 市の環境保全活動等に関して提言等を行う。 

環境関連産業の育成に

取り組み、環境と経済の

好循環を推進する 

 事業の実施にあたり環境負荷を考慮する。 

 環境に与える負荷の少ない製品等の購入・使用に努める。 

 環境の保全及び創造に関する技術開発を推進する。 

 

* CSR：Corporate Social Responsibility。企業は自社の利益だけでなくステークホルダー全体の利益を考えた行動が求められ、行

動法令の遵守、環境保護、人権擁護、消費者保護など社会的側面にも有責であるという考え方。 

* ISO14001：国際標準化機構（ISO）の環境マネジメントシステム規格で、ISO14000 シリーズの根幹をなすもの。PDCA サイ

クルにより、継続的な環境負荷の低減、環境の改善を図ることを目指す。 

                                            

 

 

 

ゼロカーボンアクション３０ 

ゼロカーボンアクション３０とは、国が令和３年６月に策定・公表した「地域脱炭素ロードマップ」

の中で、日常生活における脱炭素行動とメリットを整理して示したものです。 

一人一人がこれらの地球温暖化対策を実践していくことが求められますが、環境のために不便な生活

に耐えるという発想ではなく、自分にとってのメリットを見出しながら行動する視点が大切です。 

 

１．電気等のエネルギーの節約や転換 

アクション 暮らしのメリット 

（１）再エネ電気への切り替え ・自宅への自家消費型太陽光発電を設置することが難しい状況

でも、再エネ普及に貢献できる。 

（２）クールビズ・ウォームビズ 

気候に合わせた服装と、適切

・気候に合わせた過ごしやすい服装・ファッションで効率の向

上、健康、快適に（冷房の効きすぎによる体温調整機能の低
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な室温・給湯器温度設定 下防止等） 

・夏のスーツのクリーニング代節約、光熱費の節約 

（３）節電 

不要なときはスイッチ OFF 

・光熱費の節約、火災等の事故予防 

・外出先から遠隔操作で家電を OFF に 

（４）節水 ・水道費の節約 

（５）省エネ家電の導入 

省エネ性能の高いエアコン・

冷蔵庫・LED 照明等の利用、

買換え 

・電気代の節約ができる。 

・健康、快適な住環境づくり（エアコンの新機能や扇風機・サ

ーキュレーターとの組み合わせによる快適性・利便性の向

上、冷蔵庫の新機能（鮮度保持や収納力向上）による食材の

有効活用促進） 

（６）宅配サービスをできるだけ一

回で受け取る 

宅配ボックスや置き配、日時

指定の活用等の利用 

・受取時間の指定で待ち時間を有効活用（いつ届くかわからな

いまま受取に備えていたずらに待たずに済む） 

・配達スタッフの労働時間抑制、非接触での受取が可能 

（７）消費エネルギーの見える化 ・実績との比較により、省エネを実感。光熱費の節約 

・省エネを家族でゲーム感覚で楽しみながらできる。 

 

２．住居関係 

アクション 暮らしのメリット 

（８）太陽光パネルの設置 ・自宅に電源を持ち、余剰分は売電することが可能になる。 

・FIT 制度等を利用することで投資回収が可能（電力会社等が

初期費用を負担し、電気代により返済する方法も普及しつつ

ある。） 

（９）ZEH（ゼッチ） 

建て替え、新築時は、高断熱

で、太陽光パネル付きのネッ

ト・ゼロ・エネルギーハウス

（ZEH） 

・健康、快適な住環境を享受できる（断熱効果で夏は涼しく、

冬は熱が逃げにくい。また、結露予防によるカビの発生抑制、

冬のヒートショック対策、血圧安定化等の効果がある。） 

・換気の効率向上（換気熱交換システムなら冷暖房効率を極力

落とさずに室内の空気環境を清浄に保持） 

・光熱費の節約 

（１０）省エネリフォーム 

窓や壁等の断熱リフォーム 

（（５）と同時実施で相乗効

果） 

・遮音・防音効果の向上 

・室内環境の質を維持しつつ、大幅な省エネを実現 

・防災レジリエンスの向上 

（１１）蓄電池（車載の蓄電池）・蓄

エネ給湯器の導入・設置 

・貯めた電気やエネルギーを有効活用することを通じて、光熱

費の節約や防災レジリエンスの向上に繋げることができる。 

（１２）暮らしに木を取り入れる ・生活の中で木を取り入れることは、温かみや安らぎなど心理

面での効果がある。 

・木は調湿作用、一定の断熱性、転倒時の衝撃緩和等の特徴が
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あり、快適な室内環境につながる。 

・木を使うことで、植林や間伐等の森林の手入れにも貢献でき

る。 

（１３）分譲も賃貸も省エネ物件を

選択 

間取りと立地に加え、省エネ

性能の高さで住まい選択 

・光熱費の節約ができる。 

・健康、快適な住環境を享受できる。 

（１４）働き方の工夫 

職住近接、テレワーク、オン

ライン会議、休日の分散、二

地域居住・ワーケーション 

・通勤・出張等による稼働時間・費用の節約、地方移住が選択

肢に 

・生活時間の確保（家族との時間や育児・介護との両立、自宅

で昼食を摂るなど、生活スタイルに合わせた時間の確保） 

・身体的な負担の軽減（混雑した電車や道路渋滞などからの解

放） 

・徒歩や自転車圏内なら、人との接触（密）を避けられる。 

・観光地、レジャー施設、商業施設の混雑緩和 

・寒い冬は南で、暑い夏は北で暮らす等の工夫により、できる

だけ省エネかつ健康維持 

 

３．移動関係 

アクション 暮らしのメリット 

（１５）スマートムーブ 

・徒歩、自転車・公共交通機

関で移動 

・エコドライブ（急発進/急停

車をしない等）の実施 

・カーシェアリングの活用 

・健康的な生活の促進（運動量の確保等） 

・徒歩・自転車利用で密を回避、交通渋滞の緩和 

・移動途中での新たな発見 

・燃費の把握、向上 

・同乗者が安心できる安全な運転、心のゆとりで交通事故の低

減 

・自動車購入・維持費用の節約、TPO に合わせて好きな車を選

択可能。 

・必要なときに必要な分だけ利用ができる。 

（１６）ゼロカーボン・ドライブ ・静音性の向上、排気ガスが出ない。 

・蓄電池として、キャンプ時や災害時等に活用することも可能 

・ガソリン代のコストパフォーマンスの向上 

 

４．食関係 

アクション 暮らしのメリット 

（１７）食事を食べ残さない 

適量サイズの注文ができる

お店やメニューを選ぶ、それ

・適量の注文により食事代を節約できる。 

・食べ残しの持ち帰り（mottECO）が可能であれば、他の食事に

充てられる（食べ残しが減少することは料理の提供者側のモ
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でも食べ残してしまった場

合は持ち帰る（mottECO) 

チベーションアップにもつながる。） 

（１８）食材の買い物や保存等での

食品ロス削減の工夫 

・食べ切れる量を買う 

・工夫して保存し、食べられ

るものを捨てない 

・余剰食品はフードドライブ

の活用等によりフードバン

ク等に寄附する 

・食費の節約（計画性のある買い物による節約） 

・家庭ごみの減量（生ごみの管理が不要もしくは低減） 

・子どもへの環境（家庭）教育推進活動に繋がる。 

・作り手のモチベーションアップ 

・過食・飽食の抑制、暴飲暴食の回避による健康維持 

・フードバンク等への寄附は、生活困窮者支援にもつながる。 

（１９）旬の食材、地元の食材でつ

くった菜食を取り入れた健

康な食生活 

・食を通じた QOL の向上（旬の食材は美味しく栄養価が高く、

新鮮な状態で食べることができる。食を通じて季節感や地域

の気候風土が感じられる。地域活性化や食の安全保障にも貢

献でき、地元の生産者等とつながることは安心にもつなが

る。皮の部分等もおいしく食べる方法を考えることで栄養価

も上がる。本来の食べ物の姿に触れることで自然とのつなが

りが感じられる。） 

・栄養状態の改善（野菜不足を解消し栄養バランスが改善す

る。） 

（２０）自宅でコンポスト 

生ごみを今ポスターや処理

機を使って堆肥化 

・生ごみの減量と子どもへの環境（家庭）教育推進活動に繋が

る。 

・作った堆肥を家庭菜園やガーデニングに活用できる。（家庭菜

園やガーデニングによりリラックス効果も） 

 

５．衣類、ファッション関係 

アクション 暮らしのメリット 

（２１）今持っている服を長く大切

に着る 

適切なケアをする、洗濯表示

を確認して扱う 

・使い慣れた服を長く使える、愛着がわく、こだわりを表せる。 

・体型維持（健康管理）を心がけることができる。 

・染め直しやリメイクなど手を加えることでより楽しめる。 

・綺麗に管理することで、フリマ等に回すことができる。 

（２２）長く着られる服をじっくり

選ぶ 

・無駄遣いの防止（消費サイクルが伸びる。） 

・使い慣れた服を長く使える、愛着がわく、こだわりを表せる。 

・体型維持（健康管理）を心がけることができる。 

（２３）環境に配慮した服を選ぶ ・無駄遣いの防止（衝動買いを避ける。） 

・衣を通じた QOL の向上 

・服のずきるストーリーを知る楽しみも出てくる。 

 

６．ごみを減らす 

アクション 暮らしのメリット 
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（２４）マイバッグ、マイボトル、

マイ箸、マイストロー等を使

う 

・家庭ごみの減量 

・自分の好きなおしゃれなバッグや容器を楽しめる。 

・使い慣れた物を長く使える、物への愛着がわく。 

・自分好みのデザインや機能がある製品を使える。 

・環境を大事にする気持ちを行動で表せる。 

（２５）修理や補修をする 

長く大切に使う 

・こだわりや物を大切にする気持ちを表せる（自分らしいアレ

ンジや親から子へ世代を越えて使うなどして楽しむことが

できる。） 

（２６）フリマ・シェアリング 

フリマやシェアリング、サブ

スクリプション等のサービ

スを活用する 

・購入・維持費用の節約（必要な物を安く手に入れることがで

きる。） 

・自分にとっては不要な物でも必要とする他の人に使ってもら

い、収入にもなる。 

（２７）ごみの分別処理 

「分ければ資源」を実践する

適正な分別、使用済製品・容

器包装の回収協力 

・家庭ごみの減量 

・資源回収への協力による協力金やポイント還元等（地域で実

施すれば、コミュニティの活性化にもつながる。） 

 

７．買い物・投資 

アクション 暮らしのメリット 

（２８）脱炭素型の製品・サービス 

（環境配慮のマークが付い

た商品、カーボンオフセッ

ト・カーボンフットプリント

表示商品）の選択 

・より簡易な放送の商品、環境配慮のマークがついた商品（マ

ークの意味を知る。）、バイオマス由来プラスチックを使った

商品、詰め替え製品を選ぶことで自分の購買によって環境負

荷低減に貢献できることが分かる。 

・ごみの分別が楽になる（ラベルレスのペットボトル等）。 

・市場への供給量が増え、商品の多様化・価格低減化につなが

る。 

（２９）個人の ESG投資 

ゼロカーボン宣言・RE100 宣

言など地球温暖化への対策

に取り組む企業の応援 

・個人で ESG 投資（気候変動対策をしている企業の応援） 

・地球温暖化への対策に取り組む企業の商品の購入や製品・サ

ービスの利用、投資等により、環境に配慮する企業が増加し、

脱炭素社会づくりとして還元される。 

 

８．環境活動 

アクション 暮らしのメリット 

（３０）植林やごみ拾い等の活動 

団体・個人による地球温暖化

対策行動や地域の環境活動

への参加・協力 

・環境を大事にする気持ちを行動で表せる。 

・ゼロカーボンアクションの取組みを発信・シェアすることで

取組みの輪を広めることができる。 
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